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外需が伸び悩むなか、財政政策で景気を支える韓国経済 

アジアでは、引き続き外需の不振が景気の重石となるなか、韓国の7-9月期の実質

GDP成長率は前年比+2.7％と前期（同+2.2％）から加速した。韓国と同様に中国向け

輸出割合の高い他のNIEs諸国は減速乃至マイナス成長となったほか、ASEANのなか

でも輸出依存度の高いマレーシアやタイが勢いを欠いたことと対照的である（第1図）。 

韓国の成長率が6四半期ぶりに漸く加速に転じた背景として、他国に先行して打ち

出してきた政府の景気対策が挙げられる。韓国経済はリーマン・ショック以降、輸出

を牽引役に回復を続けてきた。しかし、2014年前半以降は最大の輸出先（輸出全体の

25％、2014年）である中国経済の減速や、資源価格下落を背景とする燃料や化学、鉄

鋼（同30％）などの価格下落を受けた輸出の不振を通じ、投資など内需も伸び悩み、

他のアジア諸国より早く景気停滞が顕在化していた。加えて、2014年前半の沈没船事

故や、2015年前半の感染症拡大といった輸出以外の要因も景気を下押してきた。そう

したなか、同国政府は大型景気対策（2014年7月、GDP比3％）や消費減税（2015年8

月、例えば小売売上高の約15％を占める自動車や大型家電は▲1.5％の引き下げ）の他、

政府が大規模セールを企画する（同10月）など、内需からの景気下支えを図ってきた。

結果、輸出の伸びが鈍化するなか、消費や建設投資を中心に内需の伸びは高まってい

る。また、アジアで数少ない財政黒字国であり、リーマン・ショック時も歳出増加で

景気を支えるなど、財政余力の相対的な高さも同国の強みといえる（第2図）。 

この先、中国経済減速の影響で輸出の回復ペースが限られるなか、引き続き財政政

策が景気の下支え役として期待できよう。政府は、12月2日に成立した2016年度予算

（2016年1月～12月）で、約7割を1-6月期に執行させ、景気回復を後押しする方針を

明示した。米国利上げを背景とする金融市場不安定化への懸念などから、金融緩和余

地も限定的であるなか、今後も財政支出が下支えとなり、緩やかながらも内需中心の

景気回復が続くものとみられる。 
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第1図：アジア主要国・地域の実質GDP成長率

（資料）各国統計より三菱東京UFJ銀行経済調査室作成
（年/月期）
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（注）予算案ベース。2015、2016年の名目GDPは当室推計。

（資料）韓国企画財政部統計より三菱東京UFJ銀行経済調査室作成

（前年比、％）
第2図：韓国の財政収支  
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照会先：三菱東京 UFJ 銀行 経済調査室  竹島 慎吾 shingo_takeshima@mufg.jp 

福地 亜希 aki_fukuchi@mufg.jp 

土屋 祐真 yuuma_tsuchiya@mufg.jp 
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